事業開始に要する資金及びその資金の調達方法

　１　事業開始に要する資金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　：　円）

	項　　目
	事業開始に要する資金

	信書便差出箱その他の事業の用に供する機械及び器具費
	取得価格
（割賦未払金を含む全額）
	０

	
	賃借料の１カ年分
	１２２，４００

	営業所、事業場その他の事業用不動産の取得価格又は賃借料の１カ年分
	５０８，８００

	人件費の２カ月分
	６５６，０２２

	業務委託費の２カ月分
	０

	その他費用の２カ月分
	２７４，０６６

	事業開始に要する資金の合計
	（Ａ）　１，５６１，２８８

	自己資金の合計
	（Ｂ）　１，５６１，２８８

	自己資金比率　（Ｂ）÷（Ａ）×100
	１００％


＜補足説明＞
(1) 賃借料の１カ年分

　　　全事業共通する事務用機器の賃借料月額100,000円の12ヶ月分に信書便事業収入比率10.2%を乗じて算出しました。

　　　１００，０００円／月×１２ヶ月×１０．２％＝１２２，４００円
(2) 地代家賃

　　　貨物運送事業と共用する事業場に係る地代家賃月額（営業原価分）１００，０００円に信書便物取扱比率１６．９％を乗じた額と全事業と共用する事務所等に係る地代家賃月額（販管費分）２５０，０００円に信書便事業収入比率を乗じた額を加えた額の１２ヶ月分を計上しました。
　　　（１００，０００円／月×１６．９％＋２５０，０００円／月×１０．２％）×１２ヶ月

　　　＝５０８，８００円
(3) 人件費
　　　信書便事業に係る人件費月額３２８，０１１円／月の２ヶ月分を計上しました。
　　　３２８，０１１円／月×２ヶ月＝６５６，０２２円
(4) その他費用

　　　信書便事業に係る経費月額１７０，７１６円／月に信書便事業に係る租税公課月額３，９１７円／月を加えた額から信書便事業に係る賃借料月額１０，２００円／月と信書便事業に係る地代家賃月額４２，４００円／月を控除した額の２ヶ月分に登録免許税を加えた額を計上しました。
（１７０，７１６円／月＋３，９１７円／月－１０，２００円／月－４２，４００円／月）×２ヶ月＋３０，０００円＝２７４，０６６円
２　事業用不動産の取得価格又は賃借料の不動産別内訳　　　　　　　　（単位　：　円）

	名称
	所在地
	取得又は
賃借の別
	面積（㎡）
	営業所の　設置の有無
	取得価格又は賃借料の１カ年分

	本社
○○事業所
	○○県○○市１丁目３
○○県○○市５丁目２
	賃借
賃借
	102㎡
135㎡
	無
有
	306,000
202,800


＜補足説明＞面積の算出
　   本社：本社面積１，０００㎡に信書便事業収入比率１０．２％を乗じて算出

　   ○○事業所：○○事業所面積８００㎡に信書便物取扱比率１６．９％を乗じて算出
３　人件費の部門別内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　：　円）

	作業部門従業者の人件費
	事務部門従業者の
人件費
	合　　計

	専従従業者の人件費
	兼務従業者の人件費
	
	

	（　　　　人）
	４５４，４０８

（０．６８人）
	２０１，６１４
（０．３１人）
	６５６，０２２
（０．９９人）


＜補足説明＞

(1) 作業部門
　ア　従業者数（兼務）
　　　作業部門従事者数４名に信書便物取扱比率を乗じて算出。

　　　４人×１６．９％＝０．６８人
　イ　人件費

　　　作業部門に従事する人件費月額（信書便事業分）227,204円／月の２ヶ月分を計上。
　　　２２７，２０４円／月×２ヶ月＝４５４，４０８円
(2) 事務部門

　ア　従業者数（兼務）
　　　事務部門従事者数３名に信書便事業収入比率を乗じて算出。

　　　３人×１０．２％＝０．３１人
　イ　人件費

　　　事務部門に従事する人件費月額（信書便事業分）100,807円／月の２ヶ月分を計上。
　　　１００，８０７円／月×２ヶ月＝２０１，６１４円
４　資金の調達方法　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　：　円）

	調達資金の内訳
	金　額

	自己資金
	１，５６１，２８８

	
	うち増資
	

	借入金
	

	その他
	

	合　　　　　計
	１，５６１，２８８


記載例








